
別記第一号様式  

構 造 計 算 概 要 書 
（保有水平耐力計算/許容応力度等計算/令第82条各号及び令第82条の4に定めるところによる構造計算） 

 

§１ 建築物の概要 

【１．建築物の名称】（参照頁        ） 

 

【２．構造計算を行った者】（参照頁        ） 

【イ．資格】 （        ）建築士 （        ）登録第        号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所】 （        ）建築士事務所 （        ）知事登録        号 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【ヘ．電話番号】 

 

【３．建築場所】（参照頁        ） 

 

【４．主要用途】（参照頁        ） 

 

【５．規模】（参照頁        ） 

【イ．延べ面積】                      ㎡ 

【ロ．建築面積】                      ㎡ 

【ハ．構造】               造        一部        造 

【ニ．階数】   地上        階        地下        階        塔屋        階 

【ホ．高さ】               ｍ 

【ヘ．軒の高さ】           ｍ 

【ト．基礎の底部の深さ】        ｍ 

 

【６．構造上の特徴】 

 

 

【７．構造計算方針】 

 

 

【８．適用する構造計算】 

【イ．適用する構造計算の種類】 

□ 保有水平耐力計算 

□ 許容応力度等計算 

□ 令第82条各号及び令第82条の４に定めるところによる構造計算 

【ロ．鉄骨造における適用関係】 

□ 平成19年国土交通省告示第593号第１号イ 

□ 平成19年国土交通省告示第593号第１号ロ 

【ハ．平成19年国土交通省告示第593号各号の基準に適合していることの検証内容】 

（参照頁        ） 

 

【９．使用プログラムの概要】 

【イ．プログラムの名称】 

【ロ．国土交通大臣の認定の有無】 

有（認定プログラムで安全性を確認） ・ 有（その他） ・ 無 

【ハ．認定番号】 

【ニ．認定の取得年月日】 

【ホ．構造計算チェックリスト】（参照頁        ） 

 

【10．使用する材料と部位】 （参照頁        ） 

(1) 木材以外の場合 

材料 
設計基準強度又は

品質 
使用部位 認定の有無 備考 

     



     

     

 

(2) 木材の場合（集成材、単板積層材等の木質材料を含む。） 

材料 規格 等級 樹種 使用部位 備考 

      

      

      

 

【11．使用する材料の許容応力度等】 （参照頁        ） 

(1) コンクリートの許容応力度 

長期に生ずる力に対する許容応力度（単位 

一平方ミリメートルにつきニュートン） 

短期に生ずる力に対する許容応

力度（単位 一平方ミリメートル

につきニュートン） 

付着 
種類 

圧縮 せん断 
上端筋 

その他の

鉄筋 

圧縮 せん断 付着 

備考 

      

      

     

   

 

 

(2) 鉄筋の許容応力度 

長期に生ずる力に対する許容応

力度（単位 一平方ミリメートル

につきニュートン） 

短期に生ずる力に対する許容応

力度（単位 一平方ミリメートル

につきニュートン） 種類 

圧縮 引張り せん断 圧縮 引張り せん断 

基準強度（単

位 一平方ミ

リメートル

につきニュ

ートン） 

備考

         

         

         

 

(3) 木材の許容応力度（集成材、単板積層材等の木質材料を含む。） 

長期に生ずる力に対す

る許容応力度（単位 一

平方ミリメートルにつ

きニュートン） 

短期に生ずる力に対す

る許容応力度（単位 一

平方ミリメートルにつ

きニュートン） 

基準強度（単位 一平方

ミリメートルにつきニ

ュートン） 

材料 
規格・樹

種等 

圧

縮 

曲

げ 

せ

ん

断

め

り

込

み

圧

縮

曲

げ

せ

ん

断

め

り

込

み

圧

縮 

曲

げ 

せ

ん

断 

め

り

込

み

備考

               

               

               

 

(4) 鋼材の許容応力度 

長期に生ずる力に対する許容応力

度（単位 一平方ミリメートルにつ

きニュートン） 

短期に生ずる力に対する許容応

力度（単位 一平方ミリメートル

につきニュートン） 
種類 

圧

縮
引張り 曲げ せん断 圧縮 引張り 曲げ せん断 

基準強度

（単位 一

平方ミリメ

ートルにつ

きニュート

ン） 

備考

           

           

           

 

【12．基礎・地盤説明書】 （参照頁        ） 

 

【13．略伏図等】 （参照頁        ） 



 

【14．略軸組図等】 （参照頁        ） 

 

【15．部材断面表】 （参照頁        ） 

 

【16．特別な調査又は研究の結果等説明書】 （参照頁        ） 

 

§２ 荷重・外力等 

【１．固定荷重】 （参照頁        ） 

 

【２．積載荷重】 （参照頁        ） 

 

【３．積雪荷重】 （参照頁        ） 

【イ．垂直積雪量】          ｃｍ 

【ロ．単位荷重】            Ｎ／（㎡・ｃｍ） 

【ハ．積雪荷重の低減】 有 ・ 無 

【ニ．特定行政庁で定める規則】 

 

【４．風圧力】 （参照頁        ） 

【イ．地表面粗度区分】 □Ⅰ  □Ⅱ  □Ⅲ  □Ⅳ 

【ロ．基準風速】   Ｖ0 ＝     ｍ／秒 

【ハ．Ｅの数値】   Ｅ ＝ Ｅr2・Ｇf ＝  

【ニ．速度圧】     ｑ ＝ 0.6ＥＶ0
2 ＝     Ｎ／㎡ 

【ホ．風力係数】 

□ 平成12年建設省告示第1454号第３に規定する式に基づき算出 

□ 風洞試験の結果に基づき算出 

 

【５．地震力】 （参照頁        ） 

【イ．地震地域係数】 Ｚ ＝  

【ロ．地盤種別】 

【ハ．設計用一次固有周期】 

【ニ．設計用一次固有周期の算出方法】 □略算法 □精算法 

【ホ．振動特性係数】 Ｒt ＝ 

【ヘ．標準せん断力係数】 Ｃ0 ＝ 

【ト．地下部分の水平震度】 

【チ．地震力（概要）】 

方 

向 
階 

Ｗi（単位 キロニ

ュートン） 

ΣＷi（単位 キ

ロニュートン）
αi Ａi Ｃi

Ｑi（単位 キロニ

ュートン） 
備考 

         

         

         

 

【６．荷重分布図】 （参照頁        ） 

 

【７．その他の荷重・外力】  

【イ．土圧に対する考慮】（参照頁        ） 

【ロ．水圧に対する考慮】（参照頁        ） 

【ハ．その他考慮すべき荷重・外力に対する考慮】（参照頁        ） 

 

§３ 応力計算 

【１．架構モデル図】 （参照頁        ） 

 

【２．鉛直荷重時応力】 （参照頁        ） 

 

【３．水平荷重時応力】 （参照頁        ） 

 

 

 

【４．水平力分担】 



(1) 木造以外の場合（参照頁        ） 

設計用分担率（単位 パーセ

ント） 方 

向 
階 

ΣＱc（単位 

キロニュー

トン） 

ΣＱw（単位 

キロニュート

ン） 

ΣＱc＋ΣＱw

（単位 キロ

ニュートン）
ＱwΣＱc

wＱΣ

+
 

柱の分担率 
耐力壁又は筋

かいの分担率

        

        

        

 

(2) 木造の場合（参照頁        ） 

必要耐力（単位 キロニュートン） 方 

向 
階 加力方向 

通

り 地震力 風圧力 

許容せん断耐力

（単位キロニュ

ートン） 

       

       

       

 

(3) 木造における壁量の確認（参照頁        ） 

必要壁量（単位 メートル） 方 

向 
階 

床面積（単位 平方

メートル） 

見付面積（単位 平

方メートル） 地震力 風圧力 

存在壁量（単位

メートル） 

       

       

       

 

(4) 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造における壁量・柱量の確認（参照頁        ） 

【イ．適用する構造計算の種類】 

□ 平成19年国土交通省告示第593号第二号イ(1) 

□ 昭和55年建設省告示第1791号第三第一号イ 

□ 昭和55年建設省告示第1791号第三第二号イ 

【ロ．鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造における壁量・柱量】 

方 

向 
階 

ΣＡw（単位 平方ミリ

メートル） 

ΣＡc（単位 平方ミリ

メートル） 

壁量及び

柱量 
地震力 備考 

       

       

       

 

【５．基礎反力図】 （参照頁        ） 

 

§４ 断面計算 

【１．断面検定表】 （参照頁        ） 

 

【２．長期荷重時断面検定比図】 （参照頁        ） 

 

【３．短期荷重時断面検定比図】 （参照頁        ） 

 

§５ 基礎ぐい等の検討 （参照頁        ） 

 

§６ 使用上の支障に関する検討 （参照頁        ） 

 

§７ 層間変形角、剛性率、偏心率等 

【１．層間変形角・剛性率】 （参照頁        ） 

方

向 
階 

階高（単位

ミリメート

ル） 

最大の層間

変位（単位

ミリメート

ル） 

最大の層間

変形角 

剛性率を計算す

る場合の層間変

位（単位 ミリメ

ートル） 

剛性率を

計算する

場合の層

間変形角 

剛性率 Ｆs 

         

         



         

□ 各階の剛性率≧0.6 

【２．損傷が生ずるおそれのないことについての検証内容】 （参照頁        ） 

 

【３．偏心率】 （参照頁        ） 

方向 階 加力方向 重心 剛心 re e 偏心率 Fe 

         

         

         

□ 各階の偏心率≦0.15 

【４．令第82条の６第３号の基準に適合していることの検証内容】（参照頁） 

§８ 保有水平耐力 

【１．保有水平耐力を計算する場合の外力分布】 （参照頁        ） 

 

【２．Ｄs 算定時の応力図】 （参照頁        ） 

 

【３．塑性ヒンジ図（Ｄs 算定時）】 （参照頁        ） 

 

【４．部材種別】 （参照頁        ） 

 

【５．保有水平耐力時の応力図】（参照頁        ） 

 

【６．塑性ヒンジ図（保有水平耐力時）】（参照頁        ） 

 

【７．各階の層せん断力変形角曲線】（参照頁        ） 

 

【８．構造特性係数】 （参照頁        ） 

(1) 木造以外の場合 

柱及びはりの部材群 
耐力壁の部材群又は筋か

いの部材群 
合計 

方

向 
階 

加力

方向 Ｑ(単位 キロ

ニュートン) 
種別 

Ｑ(単位 キロ

ニュートン)
種別 

Ｑ( 単位 

キロニュー

トン) 

βu 

構造特

性係数

（Ｄs）

          

          

          

 

(2) 木造の場合 

耐力壁の部材群又は筋かいの部

材群 
合計 

方

向 
階 

加力

方向 Ｑ(単位 キロニュー

トン) 
種別 

Ｑ( 単位 キロニ

ュートン) 

βu 
構造特性係数

（Ｄs） 

        

        

        

 

【９．保有水平耐力計算の結果】 （参照頁        ） 

保有水平耐力の計算は、下記の時点をもつて保有水平耐力とした。 

（ ）方向：   時点 

（ ）方向：   時点 

 

方

向 
階 Ｄs Ｆe Ｆs Ｆes

Ｑud（単位

キロニュー

トン） 

Ｑun（単位

キロニュ

ートン）

Ｑu （ 単

位 キロ

ニュート

ン） 

Ｑu/Ｑun 判定

           

           



           

 

§９ 屋根ふき材等の検討 （参照頁        ） 

 

（注意事項） 

１．共通事項 

①建築物の２以上の部分がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接し

ている場合にあっては、本構造計算概要書を当該建築物の部分ごとに作成してください。 

② 本構造計算概要書中に、記入欄あるいは表がある場合には、当該部分に必ず記入してください。また、建

築物の規模等に応じて記入欄あるいは表は、その大きさを調整してください。 

③ 「（参照頁        ）」欄がある場合には、対応する構造計算書の参照頁を記入してください。該当する

参照頁が複数存在する場合にあっては、それぞれの対応関係が分かるように記入してください。 

④ 構造計算に当たり規定の適用を受けない項目、あるいは構造種別等の構造上の特徴から特に記入が不要と

判断される項目については、記入する必要はありません。ただし、この場合においては、その旨が分かるよ

う理由を明記してください。 

⑤ 数字は算用数字を用いてください。 

 

２．「§１ 建築物の概要」関係 

① ８欄イは、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わる印を記入してください。 

② ８欄ロは、同欄イにおいて、令第82条各号及び令第82条の４に定めるところによる構造計算を選択した場

合において、平成19年国土交通省告示第593号第１号のうちどちらを選択したかについて該当するチェック

ボックスに「レ」マーク又はこれに代わる印を記入してください。 

③ ８欄ハは、同欄イにおいて、令第82条各号及び令第82条の４に定めるところによる構造計算を選択した場

合において、平成19年国土交通省告示第593号各号の基準に適合していることの検証内容について、対応す

る構造計算書の参照頁を記入してください。 

④ ９欄は、複数のプログラムを使用した場合は、すべてのプログラムについて記入してください。 

⑤ ９欄の「プログラムの名称」は、当該プログラムのバージョン番号も含めて記入してください。 

⑥ ９欄の「国土交通大臣の認定の有無」の回答欄の「有（その他）」は、国土交通大臣の認定を受けたプロ

グラムを当該プログラムの適用範囲を超えて使用する場合などが該当します。 

⑦ ９欄の「構造計算チェックリスト」とは、建築基準法施行規則第１条の３第１項の表３に定める構造計算

チェックリストであり、対応する構造計算書の参照頁を記入してください。 

⑧ 10欄については、表に構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に使用される主要な材料を記

入してください。この場合において、材料の種類に応じて、表に必要な項目を追加あるいは変更等をしてく

ださい。 

⑨ 10欄の「認定の有無」は、法第37条の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた建築材料である場合にあ

っては認定番号を記入し、「備考」は、必要に応じて記入してください。ただし、主たる構造を木造とする

場合には、「備考」には製材の含水率、集成材の構成等を記入してください。 

⑩ 11欄については、構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に使用される他の主要な材料につ

いては、11欄中の(1)から(4)までの表に準じて作成してください。また、「備考」は、必要に応じて記入し

てください。 

⑪ 13欄は、基準階の略伏図又はこれに代わる構造計算における架構の様相を示した図（以下「略伏図等」と

いう。）を図示してください。その他の階の略伏図等については、対応する構造計算書の参照頁を記入して

ください。この場合において、構造計算に当たって用いた構造耐力上主要な部分である部材の配置を確認で

きるよう図示するとともに、構造耐力上主要な部分である部材を識別する符号と、他の図面に付した符号と

の対応関係を明記してください。 

⑫ 14欄は、代表的な通りの略軸組図又はこれに代わる構造計算における架構の様相を示した図（以下「略軸

組図等」という。）を図示してください。その他の通りの略軸組図等については、対応する構造計算書の参

照頁を記入してください。この場合において、構造計算に当たって用いた構造耐力上主要な部分である部材

の配置を確認できるよう図示するとともに、構造耐力上主要な部分である部材を識別する符号と、他の図面

に付した符号との対応関係を明記してください。 

⑬ 15欄は、略伏図等及び略軸組図等に付す構造耐力上主要な部分である部材を識別する符号と部材断面表に

付す符号とを整合させてください。 

⑭ 16欄は、法第68条の26の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた構造方法等その他特殊な構造方法等が

使用されている場合にあっては、それらの構造方法等を記入してください。また、それらの構造方法等の使

用条件及び内容を示した資料を添付することとし、対応する構造計算書の参照頁を記入してください。 

⑮ 16欄は、特別な調査又は研究の結果に基づき構造計算が行われた場合にあっては、その検討内容を示した

資料及び構造計算書を添付することとし、対応する構造計算書の参照頁を記入してください。 

⑯ 16欄は、構造計算の結果に異常値が無いことを確認する場合、構造計算において複数の仮定が考えられる

場合等において、構造計算の仮定及び計算結果の適切性に関する検討内容を示した資料を添付することとし、



対応する構造計算書の参照頁を記入してください。 

 

３．「§２ 荷重・外力等」関係 

① ２欄は、建築物の各階又は各部分の用途と、これに対応する積載荷重を記入するとともに、大規模な設備、

塔屋その他の特殊な荷重（以下「特殊荷重」という。）が生じる場合にあっては、当該荷重の根拠を記入し

てください。 

② ４欄の「地表面粗度区分」は、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わる印を記入して

ください。 

③ ４欄の「風力係数」は、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わる印を記入してくださ

い。 

④ ５欄の「設計用一次固有周期の算出方法」は、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わ

る印を記入してください。 

⑤ ５欄のうち、設計用一次固有周期、振動特性係数及び標準せん断力係数は、計算する方向別に記入してく

ださい。 

⑥ ５欄の「地震力（概要）」の表中の項目は、それぞれ次のとおりです。 

イ）wiは、ｉ階の固定荷重と積載荷重の和（令第86条第２項ただし書の規定により特定行政庁が指定する多

雪区域においては、更に積雪荷重を加えるものとする。）（以下「常時荷重」という。）とする。 

ロ）Σwiは、ｉ階から上の階に生ずる常時荷重の和とする。 

ハ）αiは、当該建築物に生ずるすべての常時荷重の和に対するｉ階から上の階に生ずる常時荷重の和の比

とする。 

ニ）Ａiは、地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数とする。 

ホ）Ｃiは、地震層せん断力係数とする。 

ヘ）Ｑiは、ｉ階に生ずる地震力の数値とする。 

⑦ ６欄は、特殊荷重の分布を略伏図等上に記入してください。 

 

４．「§３ 応力計算」関係 

① １欄の架構モデル図には、架構の支持条件、接合条件、剛域とした部分、耐力壁や筋かいの構造計算にお

ける様相、部材の剛性低下率その他必要な事項を略伏図等又は略軸組図等若しくはその模式図上に記入して

ください。なお、同一の図に図示することが困難な場合には、それぞれ分けて記入してください。 

② ２欄及び３欄は、別記第三号様式に従って作成した応力図について、対応する構造計算書の参照頁を記入

してください。 

③ ４欄(1)の表中の項目は、それぞれ次のとおりです。 

イ）Ｑcは、柱が負担するせん断力とする。 

ロ）Ｑwは、耐力壁又は筋かいが負担するせん断力とする。 

④ ４欄(4)の「適用する構造計算等の種類」は、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わる

印を記入してください。 

⑤ ４欄(4)の表中の項目は、それぞれ次のとおりです。 

イ）Ａwは、耐力壁のうち計算しようとする方向に設けたものの水平断面積とする。 

ロ）Ａcは、構造耐力上主要な柱の水平断面積及び耐力壁以外の壁（上端及び下端が構造耐力上主要な部分

に緊結されたものに限る。）のうち計算しようとする方向に設けたものの水平断面積とする。 

ハ）備考は、当該階に鉄骨鉄筋コンクリート造の構造耐力上主要な柱がある場合は、その水平断面積の総和

を記入する。 

⑥ ５欄は、別記第四号様式に従って作成した基礎反力図について、対応する構造計算書の参照頁を記入して

ください。 

 

５．「§４ 断面計算」関係 

① １欄の断面検定表の記載の考え方を示した資料を必ず添付してください。 

② １欄の断面検定表には、原則として別表に掲げる項目を記入してください。ただし、必要に応じて追加あ

るいは変更等を行うことができます。また、項目に付す記号については、それぞれ明確に定義した場合は、

表の記号によらないことができます。 

③ ２欄及び３欄は、別記第五号様式に従って作成した断面検定比図について、対応する構造計算書の参照頁

を記入してください。 

 

６．「§７ 層間変形角、剛性率、偏心率等」関係 

① １欄の表中のＦsは、昭和55年建設省告示第1792号第７に規定するＦsの数値とする。 

② １欄外の「各階の剛性率≧0.6」は、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わる印を記入

してください。 

③ ２欄は、層間変形角が200分の１を超え120分の１以内である場合にあっては、損傷が生ずるおそれのない

ことについての検証内容について、対応する構造計算書の参照頁を記入してください。 



④ ３欄の表中の項目は、それぞれ次のとおりです。 

イ）reは、令第82条の６第２号ロに規定するreの数値とする。 

ロ）eは、令第82条の６第２号ロに規定するeの数値とする。 

ハ）Ｆeは、昭和55年建設省告示第1792号第７に規定するＦeの数値とする。 

⑤ ３欄外の「各階の偏心率≦0.15」は、該当するチェックボックスに「レ」マーク又はこれに代わる印を記

入してください。 

⑥ 令第82条の６第３号の基準に適合していることの検証内容について、対応する構造計算書の参照頁を記入

してください。 

 

７．「§８ 保有水平耐力」関係 

① ２欄の「Ｄs算定時の応力図」又は５欄の「保有水平耐力時の応力図」では、略軸組図等に、それぞれＤs

算定時又は保有水平耐力時の曲げモーメント図を記載した上で、各階及び各方向ごとに、Ｄs算定時又は保

有水平耐力時における各部材の軸方向力、曲げモーメント及びせん断力の数値を記入してください。 

② ３欄の「塑性ヒンジ図（Ｄs算定時）」又は６欄の「塑性ヒンジ図（保有水平耐力時）」では、略軸組図等

又はその模式図上において、各階及び各方向ごとに、それぞれＤs算定時又は保有水平耐力時における塑性

ヒンジの発生状況を図示してください。また、せん断破壊、引張又は圧縮破壊した部材等がある場合にあっ

ては、これらの破壊状況を図示してください。 

③ ４欄は、各階及び各方向ごとに、構造耐力上主要な部分である部材及び部材群としての部材種別について、

対応する構造計算書の参照頁を記入してください。 

④ ７欄の「各階の層せん断力変形角曲線」は、各階の保有水平耐力を増分解析により計算する場合において

は、建築物の各方向それぞれにおけるせん断力及び層間変形角又は層間変位の関係を図示してください。 

⑤ ８欄の表中のβuは、耐力壁の部材群又は筋かいの部材群の負担率を表すものとします。 

⑥ ９欄上段の「保有水平耐力とした時点」には、構造計算において保有水平耐力とした時点を具体的に記入

してください。 

 

別 表 

１．鉄骨造（柱用） 

 項目・記号 内容 単位 

柱の符号 ― ― 

柱の位置 ― ― 

加力方向 ― ― 

検定部位 ― ― 

柱の断面 ― ミリメートル 

鋼材の種類及び品質 ― ― 

階高 ― ミリメートル 

内法高さ ― ミリメートル 

座屈長さ ― ミリメートル 

細長比 ― ― 

Ａ  断面積 平方ミリメートル 

Ａw せん断応力度算定用断面積 平方ミリメートル 

諸

条

件 

Ｚ 断面係数 立方ミリメートル 

ＮL 長期軸力 キロニュートン 

ＭL 長期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 

ＮS 短期軸力（長期軸力を含む。） キロニュートン 

ＭS 短期曲げモーメント（長期曲げモーメ

ントを含む。） 

キロニュートンメートル 

ＱS 短期せん断力（長期せん断力を含む。） キロニュートン 

σcL 長期圧縮応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σcS 短期圧縮応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σbL 長期曲げ応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σbS 短期曲げ応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

応

力 

τL 長期せん断応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 



 τS 短期せん断応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fc 長期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fb 長期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fs 長期許容せん断応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σcL / fc＋σbL/ fb ― ― 

σcS / (fc ×1.5) ＋ 

σbS /(fb×1.5) 

― ― 

τL / fs ― ― 

τS / (fs ×1.5) ― ― 

軸

・

曲

げ

・

せ

ん

断 

判定結果 ― ― 

JＭDS 

 

柱梁接合部の短期設計用曲げモーメン

ト 

キロニュートンメートル 

JＭAS 柱梁接合部の短期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

JＭDS / JＭAS ― ― 

柱

は

り

接

合

部 
判定結果 ― ― 

 

２．鉄骨造（はり用） 

 項目・記号 内容 単位 

はりの符号 ― ― 

はりの位置 ― ― 

はりの断面 ― ミリメートル 

鋼材の種類及び品質

（フランジ、ウエブ） 

― ― 

部材の長さ ― ミリメートル 

内法長さ ― ミリメートル 

座屈長さ ― ミリメートル 

細長比 ― ― 

Ａ 断面積 平方ミリメートル 

ＡＷ せん断応力度算定用断面積 平方ミリメートル 

諸

条

件 

Ｚ 断面係数 立方ミリメートル 

ＭL 長期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭS 短期曲げモーメント（長期曲げモーメ

ントを含む。） 

キロニュートンメートル 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 

ＱS 短期せん断力（長期せん断力を含む。） キロニュートン 

σbL 長期曲げ応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σbS 短期曲げ応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

τL 長期せん断応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

応

力 

τS 短期せん断応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fb 長期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fs 長期許容せん断応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σbL / fb ― ― 

σbS / (fb × 1.5) ― ― 

τL / fs ― ― 

τS / (fs × 1.5) ― ― 

許

容

応

力

度 

判定結果 ― ― 



 

３．鉄骨造（筋かい用） 

 項目・記号 内容 単位 

斜材の符号 ― ― 

斜材の位置 ― ― 

加力方向 ― ― 

斜材の断面 ― ミリメートル 

鋼材の種類及び品質 ― ― 

座屈長さ ― ミリメートル 

細長比 ― ― 

諸

条

件 

Ａ  断面積 平方ミリメートル 

ＮL 長期軸力 キロニュートン 

ＮcS 短期圧縮力（長期軸力を含む。） キロニュートン 

ＮtS 短期引張力（長期軸力を含む。） キロニュートン 

σcS 短期圧縮応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

応

力 

σtS 短期引張応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fc 長期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

ft 長期許容引張応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

σcS / (fc ×1.5) ― ― 

σtS / (ft ×1.5) ― ― 

許

容

応

力

度 

判定結果 ― ― 

 

 

４．鉄筋コンクリート造（柱用） 

 項目・記号 内容 単位 

柱の符号 ― ― 

柱の位置 ― ― 

加力方向 ― ― 

検定位置 ― ― 

コンクリートの種類

及び設計基準強度 

― ― 

主筋の種類及び品質 ― ― 

主筋の本数及び径 ― ― 

帯筋の種類及び品質 ― ― 

帯筋の本数及び間隔 ― ― 

h 階高 ミリメートル 

h0 内法高さ ミリメートル 

Ｂ 柱断面幅 ミリメートル 

Ｄ 柱断面せい ミリメートル 

d 柱の有効せい ミリメートル 

諸

条

件 

j 応力中心距離(7/8d) ミリメートル 

ＮL 長期軸力 キロニュートン 

ＭL 長期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 

ＮE 地震時軸力 キロニュートン 

ＭE 地震時曲げモーメント キロニュートンメートル 

応

力 

ＱE 地震時せん断力 キロニュートン 

ＮS1 短期軸力（正加力） キロニュートン 

ＮS2 短期軸力（負加力） キロニュートン 

ＭS1 短期曲げモーメント（正加力） キロニュートンメートル 

ＭS2 短期曲げモーメント（負加力） キロニュートンメートル 

CＭY 降伏曲げモーメント キロニュートンメートル 

軸 

・ 

曲 

げ 

ΣGＭY 降伏曲げモーメントの絶対値の和 キロニュートンメートル 



ＱD 短期設計用せん断力 キロニュートン 

ＭAL 長期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭAS1 短期許容曲げモーメント（正加力） キロニュートンメートル 

ＭAS2 短期許容曲げモーメント（負加力） キロニュートンメートル 

ＭL / ＭAL ― ― 

ＭS1/ ＭAS1 ― ― 

ＭS2/ ＭAS2 ― ― 

 

判定結果 ― ― 

ＱAL 長期許容せん断力 キロニュートン 

ＱAS 短期許容せん断力 キロニュートン 

ＱL / ＱAL ― ― 

ＱD / ＱAS ― ― 

せ

ん

断 

判定結果 ― ― 

τa 付着応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

Ｆa 許容付着応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

τa / Ｆa ― ― 

付

着 

判定結果 ― ― 

JＱDS 柱梁接合部の短期設計用せん断力 キロニュートン 

JＱAS 柱梁接合部の短期許容せん断力 キロニュートン 

JＱDS / JＱAS ― ― 

柱

は

り

接

合

部 

判定結果 ― ― 

 

 

５．鉄筋コンクリート造（はり用） 

 項目・記号 内容 単位 

はりの符号 ― ― 

はりの位置 ― ― 

検定位置 ― ― 

コンクリートの種類

及び設計基準強度 

― ― 

主筋の種類及び品質 ― ― 

主筋の本数及び径

（上端筋一段・二段） 

― ― 

主筋の本数及び径

（下端筋一段・二段） 

― ― 

あばら筋の種類及び

品質 

― ― 

あばら筋の本数及び

径及び間隔 

― ― 

l 部材の長さ ミリメートル 

l0 部材の内法長さ ミリメートル 

Ｂ はり断面幅 ミリメートル 

Ｄ はり断面せい ミリメートル 

d はりの有効せい ミリメートル 

b 床版の幅 ミリメートル 

諸

条

件 

j 応力中心距離(7/8d) ミリメートル 

ＭL 長期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 

ＭE 地震時曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱE 地震時せん断力 キロニュートン 

応

力 

ＭS 

（上端・下端） 

短期曲げモーメント キロニュートンメートル 



ＭY 

（上端・下端） 

降伏曲げモーメント キロニュートンメートル  

ＱD 短期設計用せん断力 キロニュートン 

ＭAL 長期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭAS 

（上端・下端） 

短期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭL / ＭAL ― ― 

ＭS / ＭAS ― ― 

曲

げ 

判定結果 ― ― 

ＱAL 長期許容せん断力 キロニュートン 

ＱAS 短期許容せん断力 キロニュートン 

ＱL / ＱAL ― ― 

ＱD / ＱAS ― ― 

せ

ん 

断 

判定結果 ― ― 

τa 付着応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

fa 許容付着応力度 一平方ミリメートルにつきニュー

トン 

τa / fa ― ― 

付

着 

判定結果 ― ― 

 

 

６．鉄筋コンクリート造（耐力壁用） 

 項目・記号 内容 単位 

壁の符号 ― ― 

壁の位置 ― ― 

コンクリートの種類

及び設計基準強度 

― ― 

t 壁断面の厚さ ミリメートル 

Ｌ0 開口部の長さ ミリメートル 

Ｈ0 開口部の高さ ミリメートル 

Ｌ’ 内法長さ ミリメートル 

Ｈ’ 内法高さ ミリメートル 

主筋の種類及び品質 ― ― 

縦筋の径及び間隔 ― ― 

横筋の径及び間隔 ― ― 

諸

条

件 

開口補強筋の本数及

び径（縦筋、横筋、

斜め筋） 

― ― 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 応

力 ＱS 短期せん断力 キロニュートン 

ＱAL 長期許容水平せん断力 キロニュートン 

ＱW 許容水平せん断力 キロニュートン 

ΣＱC 周辺の柱が負担できる許容せん断力 キロニュートン 

ＱAS 短期許容せん断力 キロニュートン 

ＱS / ＱAS ― ― 

せ

ん

断 

判定結果 ― ― 

 

７．鉄骨鉄筋コンクリート造（柱用） 

 項目・記号 内容 単位 

柱の符号 ― ― 

柱の位置 ― ― 

加力方向 ― ― 

検定部位 ― ― 

諸

条

件 

コンクリートの種類

及び設計基準強度 

― ― 



主筋の種類及び品質 ― ― 

主筋の本数及び径 ― ― 

帯筋の種類及び品質 ― ― 

帯筋の本数及び径 ― ― 

鉄骨の断面 ― ミリメートル 

鉄骨の種類及び品質

（フランジ・ウエブ） 

― ― 

h 階高 ミリメートル 

h0 内法高さ ミリメートル 

Ｂ 柱断面幅 ミリメートル 

Ｄ 柱断面せい ミリメートル 

d 柱の有効せい ミリメートル 

 

j 応力中心距離（7/8d） ミリメートル 

ＮL 長期軸力 キロニュートン 

ＭL 長期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 

ＮE 地震時軸力 キロニュートン 

ＭE 地震時曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱE 地震時せん断力 キロニュートン 

ＮS1 短期軸力（正加力） キロニュートン 

ＮS2 短期軸力（負加力） キロニュートン 

ＭS1 短期曲げモーメント（正加力） キロニュートンメートル 

ＭS2 短期曲げモーメント（負加力） キロニュートンメートル 

CＭY 降伏曲げモーメント キロニュートンメートル 

ΣGＭY 降伏曲げモーメントの絶対値の和 キロニュートンメートル 

応

力 

ＱD 短期設計用せん断力 キロニュートン 

SＮL 鉄骨部分の長期軸力 キロニュートン 

SＭDL 鉄骨部分の長期設計曲げモーメント キロニュートンメートル 

SＮS 鉄骨部分の短期軸力 キロニュートン 

SＭDS 鉄骨部分の短期設計曲げモーメント キロニュートンメートル 

SＱDS 鉄骨部分の短期設計用せん断力 キロニュートン 

SＱAS 鉄骨部分の短期許容せん断力 キロニュートン 

鉄

骨

部

分 

 

 

判定結果 ― ― 

RＮL 鉄筋コンクリート部分の長期軸力 キロニュートン 

RＭDL 鉄筋コンクリート部分の長期設計用曲

げモーメント 

キロニュートンメートル 

RＮS 鉄筋コンクリート部分の短期軸力 キロニュートン 

RＭDS 鉄筋コンクリート部分の短期設計用曲

げモーメント 

キロニュートンメートル 

RＱDS 鉄筋コンクリート部分の短期設計用せ

ん断力 

キロニュートン 

RＱAS 鉄筋コンクリート部分の短期許容せん

断力 

キロニュートン 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
分 

判定結果 ― ― 

ＭAL 長期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭAS 短期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭL / ＭAL ― ― 

ＭS/ ＭAS ― ― 

せ

ん

断 

判定結果 ― ― 

 

８．鉄骨鉄筋コンクリート造（はり用） 

 項目・記号 内容 単位 

はりの符号 ― ― 

はりの位置 ― ― 

検定部位 ― ― 

諸
条
件 

コンクリートの種類

及び設計基準強度 

― ― 



主筋の種類及び品質 ― ― 

主筋の本数及び径

（上端筋一段・二段） 

― ― 

主筋の本数及び径

（下端筋一段・二段） 

― ― 

あばら筋の種類及び

品質 

― ― 

あばら筋の本数及び

径及び間隔 

― ― 

鉄骨の断面 ― ミリメートル 

鉄骨の種類及び品質

（フランジ・ウエブ） 

― ― 

Ｌ 部材の長さ ミリメートル 

l0 部材の内法長さ ミリメートル 

Ｂ はり断面幅 ミリメートル 

Ｄ はり断面せい ミリメートル 

d はりの有効せい ミリメートル 

 

j 応力中心距離(7/8d) ミリメートル 

ＭL 長期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 

ＭE 地震時曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＱE 地震時せん断力 キロニュートン 

ＭS（上端・下端） 短期曲げモーメント キロニュートンメートル 

ＭY（左端・右端） 降伏曲げモーメント キロニュートンメートル 

応
力 

ＱD 短期設計用せん断力 キロニュートン 

SＭAL 鉄骨部分の長期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

SＭAS 鉄骨部分の短期許容曲げモーメント キロニュートンメートル 

SＱDL 鉄骨部分の長期設計用せん断力 キロニュートン 

SＱDS 鉄骨部分の短期設計用せん断力 キロニュートン 

SＱAL 鉄骨部分の長期許容せん断力 キロニュートン 

SＱAS 鉄骨部分の短期許容せん断力 キロニュートン 

鉄
骨
部
分 

判定結果 ― ― 

RＭAL 鉄筋コンクリート部分の長期許容曲げ

モーメント 

キロニュートンメートル 

RＭAS.Ｕ 鉄筋コンクリート部分の短期許容曲げ

モーメント（上端） 

キロニュートンメートル 

RＭAS.Ｄ 鉄筋コンクリート部分の短期許容曲げ

モーメント（下端） 

キロニュートンメートル 

RＭY.Ｕ 鉄筋コンクリート部分の降伏曲げモー

メント（上端） 

キロニュートンメートル 

RＭY.Ｄ 鉄筋コンクリート部分の降伏曲げモー

メント（下端） 

キロニュートンメートル 

RＱDL 鉄筋コンクリート部分の長期設計用せ

ん断力 

キロニュートン 

RＱDS 鉄筋コンクリート部分の短期設計用せ

ん断力 

キロニュートン 

RＱAL 鉄筋コンクリート部分の長期許容せん

断力 

キロニュートン 

RＱAS 鉄筋コンクリート部分の短期許容せん

断力 

キロニュートン 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
分 

判定結果 ― ― 

 

９．鉄骨鉄筋コンクリート造（耐力壁用） 

 項目・記号 内容 単位 

壁の符号 ― ― 諸

条 壁の位置 ― ― 



コンクリートの種類

及び設計基準強度 

― ― 

Ｔ 壁断面の厚さ ミリメートル 

Ｌ0 開口部の長さ ミリメートル 

Ｈ0 開口部の高さ ミリメートル 

Ｌ’ 内法長さ ミリメートル 

Ｈ’ 内法高さ ミリメートル 

主筋の種類及び品質 ― ― 

縦筋の径及び間隔 ― ― 

横筋の径及び間隔 ― ― 

件 

開口補強筋の本数及

び径（縦筋、横筋、

斜め筋） 

― ― 

ＱL 長期せん断力 キロニュートン 応 

力 ＱS 短期せん断力 キロニュートン 

ＱAL 長期許容水平せん断力 キロニュートン 

ＱW 許容水平せん断力 キロニュートン 

ΣＱC 周辺の柱が負担できる許容せん断力 キロニュートン 

ＱAS 短期許容せん断力 キロニュートン 

ＱS / ＱAS ― ― 

せ

ん

断

耐

力 

判定結果 ― ― 

  

10．木造（柱用） 

 項目・記号 内容 単位 

柱等の符号 ― ― 

柱等の位置 ― ― 

材料 ― ― 

規格 ― ― 

樹種 ― ― 

等級 ― ― 

使用部位 ― ― 

Fc 基準強度（圧縮） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

Ft 基準強度（引張り） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

Fb 基準強度（曲げ） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
Fs 基準強度（せん断） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
Fcv 基準強度（めり込み） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCL 長期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fTL 長期許容引張り応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fBL 長期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCVL 長期許容めり込み応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

諸
条
件 

fCS 短期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 



fTS 短期許容引張り応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fBS 短期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

 

fCVS 短期許容めり込み応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
PcL又はσcL 長期座屈荷重又は長期圧縮応力 ニュートンまたは一平方ミ

リメートルにつきニュート

ン 
PcS又はσcS 短期座屈荷重又は短期圧縮応力 ニュートンまたは一平方ミ

リメートルにつきニュート

ン 
圧縮応力判定結果 ― ― 
λ 有効細長比 ― 
fbuS 短期座屈許容応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fbuL 長期座屈許容応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

圧
縮
応
力
又
は
座
屈
荷
重 

座屈判定結果 ― ― 
PNS 短期引張り荷重 キロニュートン 
短期引張り荷重の計

算方法 
― ― 

接合部の仕様 ― ― 
接合部使用材料の規

格、等級 
― ― 

PjS 接合部の短期引張り許容耐力 キロニュートン 

引
張
り 

接合部検定結果 ― ― 
ωS （短期）等分布荷重 一メートルにつきキロニュ

ートン 
PbS 短期集中荷重 キロニュートン 
σbS 短期曲げ応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

曲
げ 

応力判定結果 ― ― 
 
 
11．木造（はり・小屋組等横架材用） 

 項目・記号 内容 単位 

はり等の符号 ― ― 

はり等の位置 ― ― 

材料 ― ― 

規格 ― ― 

樹種 ― ― 

等級 ― ― 

使用部位 ― ― 

Fc 基準強度（圧縮） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

諸
条
件 

Ft 基準強度（引張り） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 



Fb 基準強度（曲げ） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
Fs 基準強度（せん断） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
Fcv 基準強度（めり込み） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCL 長期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fTL 長期許容引張り応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fBL 長期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fSL 長期許容せん断応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCVL 長期許容めり込み応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCS 短期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fTS 短期許容引張り応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fBS 短期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fSS 短期許容せん断応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCVS 短期許容めり込み応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
積雪荷重の計算に

当たり長期許容応

力度に乗じる係数 

― ― 

積雪荷重の計算に

当たり短期許容応

力度に乗じる係数 

― ― 
 

Eb 曲げ弾性係数 一平方ミリメートルにつき

キロニュートン 
ωL （長期）等分布荷重 一メートルにつきキロニュ

ートン 
PbL 長期集中荷重 キロニュートン 
PbS 短期集中荷重 キロニュートン 
σbL 長期曲げ応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
σbS 短期曲げ応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
Ｚ 断面係数 立方ミリメートル 
応力判定結果 ― ― 
Ｉ 断面二次モーメント ミリメートルの四乗 
δb 曲げたわみ ミリメートル 
クリープ変形増大

係数 
― ― 

曲
げ 

たわみ検定結果 ― ― 



ωL （長期）等分布荷重 一メートルにつきキロニュ

ートン 
PbL 長期集中荷重 キロニュートン 
PbS 短期集中荷重 キロニュートン 
σsL 長期せん断応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
σsS 短期せん断応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

せ
ん
断 

応力検定結果 ― ― 
σcvL 長期めり込み応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

σcvS 短期めり込み応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

許容めり込み応力

度調整係数 
― ― 

め
り
込
み 

応力検定結果 ― ― 

ＱjL 接合部長期せん断荷重 キロニュートン 

ＱjS 接合部短期せん断荷重 キロニュートン 

接合仕様 ― ― 
Ａo 仕口有効断面積 ― 

接
合
部 

応力検定結果 ― ― 
 
12．木造（たる木用） 

 項目・記号 内容 単位 

たる木の符号 ― ― 

たる木の位置 ― ― 

材料 ― ― 

規格 ― ― 

樹種 ― ― 

等級 ― ― 

使用部位 ― ― 

断面 ― 平方ミリメートル 

間隔 ― ミリメートル 

Fc 基準強度（圧縮） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

Ft 基準強度（引張り） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

Fb 基準強度（曲げ） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

Fs 基準強度（せん断） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
Fcv 基準強度（めり込み） 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCL 長期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fTL 長期許容引張り応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

諸
条
件 

fBL 長期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 



fSL 長期許容せん断応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCVL 長期許容めり込み応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCS 短期許容圧縮応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fTS 短期許容引張り応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fBS 短期許容曲げ応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fSS 短期許容せん断応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
fCVS 短期許容めり込み応力度 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
積雪荷重の計算に

当たり長期許容応

力度に乗じる係数 

― ― 

 

積雪荷重の計算に

当たり短期許容応

力度に乗じる係数 

― ― 

ωL （長期）等分布荷重 一メートルにつきキロニュ

ートン 
PbL 長期集中荷重 キロニュートン 
PbS 短期集中荷重 キロニュートン 
並列材調整係数 ― ― 
Z 断面係数 立方ミリメートル 
σbL 長期曲げ応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 
σbS 短期曲げ応力 一平方ミリメートルにつき

ニュートン 

曲
げ 

応力判定結果 ― ― 
 
13．木造（床組・小屋組用） 

 項目・記号 内容 単位 

床の符号 ― ― 
床の位置 ― ― 
   

軸材料の規格、樹

種、等級及び使用部

位 

― ― 

軸材料の断面 ― 平方ミリメートル 
軸材料の間隔 ― ミリメートル 

面材料の規格、樹種

及び等級 
― ― 

面材料の厚さ ― ミリメートル 
面材料の寸法 ― ミリメートル 

諸
条
件 

接合仕様 ― ― 



 接合に使用する材

料の規格、材料及び

等級 

― ― 

ＱS （短期）せん断力 キロニュートン 
床倍率 ― ― 

せ
ん
断 

Ｑa 短期許容せん断耐力 キロニュートン 
 
 
 


